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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

関西文化学術研究都市建設促進法に基づいて整備される文化学術

研究施設に係る特別償却制度の延長等 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

法人税：義（国税４） 

法人住民税：義、法人事業税：義（自動連動） 

 

 

 

 

② 上記以外の

税目 

－ 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

関西文化学術研究都市建設促進法（昭和 62 年法律第 72 号。以

下「関西学研法」という。）に基づいて整備される文化学術研究施設の

うち、研究所用施設に係る建物及び附属設備並びに機械及び装置で

一定の規模以上の償却資産については普通償却に加え、初年度の特

別償却を認めている。 

 

研究所用施設の資金額 4.5 億円以上 

（対象資産を新設又は増設したものに限定。） 

・建物及び附属設備  

特別償却率 ６/100 

・機械及び装置(取得価格 400 万円以上) 

特別償却率 12/100 

 

《要望の内容》 

関西学研法に基づいて整備される文化学術研究施設のうち研究所

用施設に係る建物及び附属設備並びに機械及び装置で一定の規模

以上の償却資産を新設又は増設した場合の特例措置について、対象

を国土交通大臣が基本方針に定めた分野等に係る研究所用の施設

等に限定した上で、償却率を引き上げ、適用期限の２年間の延長（令

和 11 年３月 31 日まで）を要望する。  

 

 

《関係条項》 

関西学研法第 10 条 

租税特別措置法（昭和 32 年法律第 26 号）第 44 条 

租税特別措置法施行令（昭和 32 年政令第 43 号）第 28 条の４ 

5 担当部局 国土交通省都市局まちづくり推進課  

6 評価実施時期及び分析対 評価実施時期：令和８年８月 
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象期間 分析対象期間：令和５年度～令和 10 年度 

7 創設年度及び改正経緯 ・昭和 62 年度：創設 

・平成元～25 年度：延長及び特別償却率の縮減等 

・平成 27 年度：延長(対象資産を新設又は増設したものに限定) 

・平成 29 年度：延長（資金額要件の引上げ） 

・平成 31(令和元)年度：延長（資金額要件の引上げ） 

・令和３年度：延長（資金額要件の引上げ） 

・令和５年度：延長（資金額要件の引上げ） 

・令和７年度：延長（資金額要件の引上げ） 

8 適用又は延長期間 ２年間（令和９年度～令和 10 年度） 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

学研都市の建設は、関西学研法に基づき、文化学術及び研究の拠

点となる都市づくりを目指すものであり、我が国及び世界の文化等の

発展並びに国民経済の発達に資することを目的としており、現在、世

界トップレベルの研究開発型オープンイノベーション拠点を目指して取

り組んでいるところである。都市建設に当たっては、学術・産業・行政

及び市民がそれぞれの役割を果たしながら連携を強化して建設を進

めることを基本方針としており、文化学術研究施設等の整備、誘導は

国の果たすべき役割の一つである。 

本特例措置は、研究施設を新設又は増設する企業に立地のインセ

ンティブを与えることによって、研究施設の集積を誘導し、研究機関相

互の交流・連携による共同研究や実証事業等を推進し、我が国のみ

ならず世界を代表する文化・学術・研究の拠点を形成し、新産業の創

出等国民経済の活性化を図るものである。 

《政策目的の根拠》 

＜法律等＞ 

【関西学研法】 

第 10 条（税制上の措置） 

国は租税特別措置法の定めるところにより、関西文化学術研究都市

の建設に必要な措置を講ずるものとする。 

 

【関西学研法に基づく基本方針】（昭和 62 年９月 30 日決定） 

第１章 都市建設の目標 

２．都市の機能 

（１）文化を冠した学術研究都市として、高度な文化拠点としての機

能、新たな文化・学術・研究の推進、及び新たな産業の創出を牽引す

る機能の整備を図る。 

 

＜政府方針＞ 

【国土形成計画（全国計画）】（令和５年７月 28 日閣議決定） 

第２章 産業に関する基本的な施策  

第１節 GX・DX を始めとする産業の国際競争力の強化とイノベーショ

ンを支える環境整備、科学技術を支える基盤の強化と人材の育成 

（知的対流拠点の整備等によるイノベーションの創出と円滑な事業化） 

最先端医療技術を始めとする健康・医療分野や、情報通信、バイオ、

環境・エネルギー等の分野、「食」に関連する分野における研究開発

及び成果の事業化を目指す関西文化学術研究都市の集積や、（中

略）を始めとして、大学、研究機関等は重要な知的・人的資源であるこ

とから、我が国全体の発展に貢献するよう活用する。 
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【第７期科学技術・イノベーション基本計画】 

（令和８年３月 27 日閣議決定） 

第５章 産学官を結節するイノベーション・エコシステムの高度化 

３.地域イノベーションの推進 

(1)地域課題の解決を推進する取組 

関西文化学術研究都市において、けいはんな地区の特色を生かした

研究開発型オープンイノベーション拠点を形成する取組を進め、大阪・

関西万博のレガシーを継承・発展させる。 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

•政策目標：７ 都市再生・地域再生の推進 

•施策目標：25 都市再生・地域再生を推進する 

•参考指標：132 文化・学術・研究拠点の整備の推進（関西文化学術

研究都市における立地施設数）  
③ 租税特別措

置等により

達成しようと

する目標 

本特例措置により特定の分野に係る研究施設を新設又は増設する

企業に立地のインセンティブを与えることによって、研究施設の集積を

誘導し、研究機関相互の交流・連携による共同研究、実証事業等を推

進し、我が国のみならず世界を代表する文化・学術・研究の拠点を形

成し、新産業の創出等国民経済の活性化に寄与することを目標とす

る。 

具体的には、学研都市の集積のメリットを発揮するため、国土交通

大臣が基本方針に定めた分野に係る新規の立地施設数を令和 10 年

度までに５件（おおむね 10 年間で 30 件）とすることを目標とする。 

《新たな達成目標へ変更する理由》 

令和８年３月に地元の関係者により策定された「第５期ステージプラ

ン」においては、これまでの集積を踏まえた実証都市としての強みを活

かしつつ、研究成果を早期に社会実装するため「特徴あるクラスター

整備」が取組の１つとして掲げられており、一定のテーマ性に基づく戦

略的な集積を図ることが必要とされているところである。 

また、現行の施設整備率に内在する課題として、時間の経過ととも

に新たな施設用地が造成されると分母である施設用地面積が増加す

ることで施設整備率が下がること、加えて、分子である研究施設には

本特例措置を適用しなかった者により新設又は増設された施設が含

まれているため、本特例措置との因果関係を検証しがたいことから、

見直すこととしたものである。 

なお、この点、特定の分野に係る立地施設数の増加を確認する場

合には、進捗管理が明瞭簡潔となり、本特例措置との因果関係も検

証しやすくなるものと考えられる。  

  

④ 政策目的に

対する租税

特別措置等

の達成目標

実現による

寄与 

特定の分野を設定した上でそれに関連する民間事業者の研究施設

の集積を促進する戦略的な集積を図るためには、従来と同水準の支

援ではなく、民間事業者の立地判断に十分な影響を与えるインセンテ

ィブが必要である。特定の分野に係る研究施設に対し重点的かつ集

中的な措置を講じることにより、一定のテーマ性を有する研究開発拠

点を形成することで、事業者間の連携機会を増加させ、共同研究や実

証事業の創出を促進するとともに、研究成果の早期の社会実装につ

ながることが期待される。このように、研究機関、大学及び民間事業者

等の多様な主体が有機的に結びつくことで、学研都市が目指すオープ

ンイノベーション・エコシステムの形成が可能となり、研究成果の社会

実装や新産業の創出に寄与するものである。 

10 有効性 ① 適用数 （単位：件） 
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等 年度 R５ 

（実績） 

R６ 

（実績） 

R７ 

（推計） 

R８ 

（推計） 

R９ 

（推計） 

R10 

（推計） 

適用件数 １ ０ ２ ０ ４ ６ 

  
【算定根拠】 

※１ R５・R６実績値については、「租税特別措置の適用実態調査の

結果に関する報告書」による。 

※２ R７～R10 推計値については、現地立地予定企業あての聞き取り

調査による。 

 

② 適用額 （単位：百万円） 

年度 R５ 

（実績） 

R６ 

（実績） 

R７ 

（推計） 

R８ 

（推計） 

R９ 

（推計） 

R10 

（推計） 

適用額 23 ０ 144 ０ 精査中 精査中 

   

【算定根拠】 

※１ R５・R６実績値については、「租税特別措置の適用実態調査の

結果に関する報告書」による。 

※２ R７・R８推計値については、租税特別措置法施行令第 28 条の４

第２号に基づく国土交通大臣証明に係る申請内容よる。 

 

③ 減収額 （単位：百万円） 

年度 R５ 

（実績） 

R６ 

（実績） 

R７ 

（推計） 

R８ 

（推計） 

R９ 

（推計） 

R10 

（推計） 

法人税 5.3 ０ 33.4 ０ 精査中 精査中 

法人住

民税 

0.4 ０ 2.3 ０ 精査中 精査中 

法人事

業税 

1.5 ０ 9.6 ０ 精査中 精査中 

  

【算定根拠】 

※適用額に税率を乗じることで、減収額を推計。 

【法人税】 

減収額＝適用額×税率（23.2％） 

【法人住民税】 

減収額＝法人県民税減収額＋法人市町村民税減収額 

法人県民税減収額＝法人税減収額×税率（1.0％） 

法人市町村民税減収額＝法人税減収額×税率（6.0％） 

【法人事業税】 

減収額＝法人事業税（収入割）減収額＋特別法人事業税減収額＋

法人事業税（付加価値割）減収額 

法人事業税（収入割）減収額＝適用額×税率（3.4％） 

特別法人事業税減収額＝法人事業税（収入割）減収額 

×税率（76.0％） 

法人事業税（付加価値割）減収額＝適用額×税率（0.7％） 

④ 効果 《政策目的（9①）の達成状況及び租税特別措置等により達成しようと

する目標（9③）の実現状況》 

文化・学術・研究の拠点形成に向けて整備が進められ、施設整備
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率は、令和７年度末時点で 55.5％となっており、目標に向けて、着実

に推移している。なお、令和９年度以降については下記の通り新たな

達成目標に変更しようとしており、 令和９年度、令和 10 年度に立地見

込みの民間事業者においても、聞き取り調査によると５者が本特例措

置を活用して立地見込みである。  

 

年度 R5 

（実績） 

R6 

（実績） 

R7 

（実績） 

R8 

（推計） 

R9 

（推計） 

R10 

（推計） 

施設

整備

率

(％)  

55.5 53.5 55.5 55.5 58.5 61 

整備

済面

積

(ha)  

465 453 452 452 477 497 

施設

用地

面積

(ha)  

837 847 815 815 815 815 

【使用したデータ（文献等の概要又は所在に関する情報を含む）】 

※施設整備率=（研究施設立地済面積／研究施設用地面積）×100 

※R５～R７実績値については、府県に対し実施した整備状況調査によ

る。R８推計値については、府県に対し実施した整備状況調査による

近年の年間増加面積を記載。   
《租税特別措置等により達成しようとする目標（9③）に対する租税特

別措置等の直接的効果》 

本特例措置は初期負担の軽減が図られることから、高額な研究開

発設備等の設置が必要とされる研究施設の立地にあたっては、事業

者の投資促進という面で一定程度有効に機能している。 

過去 10 年度（H28 年から R７年）における本特例措置の適用実績

は 13 件、適用企業数は７社であった。このうち４社（適用件数９件）か

らアンケート回答を得たところ、３社（適用件数６件）が本特例措置によ

る立地インセンティブを感じていると回答した。これは、回答企業ベー

スで 75％、適用件数ベースで 66.7％に相当する。また、同アンケート

では、運営面でのメリットについては全ての回答企業（100％）が実感し

ていることが確認されており、本特例措置が研究開発拠点の立地及び

継続的な事業活動を後押ししていることがうかがえる。 

以上を踏まえ、回答企業４社が過去 10 年間に適用した９件につい

て、企業ベースの立地インセンティブ実感率である 75％を乗じて推計

すると、９件×75％＝6.75 件となる。したがって、本特例措置は過去 10

年間で約７件（6.75 件）の立地増加効果をもたらしたものと想定され

る。 

また、将来の効果についても、同様の考え方により、令和８年度から

令和 10 年度までの本特例措置の適用見込件数 10 件（５社）に当該

割合を乗じて推計すると、10 件×75％＝7.5 件となる。 

したがって、本特例措置は令和８年度から令和 10 年度までの間に

約８件（４社）の立地促進効果をもたらすものと見込まれる。 
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・過去 10 年税制適用件数と将来の適用件数        （単位：件） 

年度 H28 H29 H30 R１ R２ R３ R４ 

件数 ２ ３ ２ ２ １ １ ０ 

 

年度 R5 R6 R７ R8 

（推定） 

R9 

（推定） 

R10 

（推定） 

件数 １ ０ ２ ０ ４ ６ 

 

【使用したデータ（文献等の概要又は所在に関する情報を含む）】 

民間事業者に対するアンケート調査 

 

《適用数（10①）が僅少等である場合の原因・有効性の説明》 

過年度における文化学術研究施設の新規立地は年間平均約 3 件

であり、本特例措置についても年間 1～2 件程度の適用実績（39 年間

で 46 件）がある。また、令和５年度から令和７年度までに本特例措置

を適用した企業の政策目標に対する寄与率は新たに立地した企業の

総面積 10.4ha（※）のうち 2.5ha を占めており、約 24％である。このこと

から一定の実績を有しており、適用件数は必ずしも僅少とはいえない

ものと考えられる。さらに、今後の適用数を踏まえると、本特例措置は

将来の政策目標の達成に向けても十分に寄与するものと考えられる。 

また、本特例措置は、研究所用施設の取得等に係る投資額が 4.5

億円以上であることを適用要件としており、比較的大規模な投資を伴

う施設を対象としている。このため、初期投資負担の軽減を通じて事

業者の投資を促進する効果が期待できることから、本特例措置は有

効であると考えられる。 

※新たに立地した企業の総面積は各自治体からの実績報告による。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

戦略的な集積を図るために国土交通大臣が基本方針に定める分

野は、学研都市の集積の状況等を踏まえ、将来に向け特徴的で強み

とすることのできるものを選定することとなるが、これは日本成長戦略

会議の「17 の戦略分野」、第７期科学技術・イノベーション基本計画の

「戦略技術領域」を参考とするものであり、国の重要な方針等に合致し

たものである。 

また、学研都市における研究施設等の立地による集積度の高まり

は、多様な主体の交流・連携による共同研究や実証事業の促進、研

究成果の社会実装という研究開発の進展、新産業の創出等による地

域の活性化といった効果に繋がるものであり、併せて、このような学研

都市への集積メリットが発揮されることは、我が国の文化等の発展及

び国民経済の発達に寄与するものであるため、今後も税収減を是認

するに足る効果が期待される。 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

本特例措置により立地を促進している「文化学術研究施設」は、国

家プロジェクトである学研都市の文化・学術・研究機能の中心的な役

割を担う施設である。その集積により、研究開発の進展、新技術の創

造と新事業の創出、地域及び我が国経済の活性化といった高い公益

性を持つ効果が得られるものであり、国として集積・整備を推進する必

要がある。 

しかしながら、研究施設は一般的に収益化までに長期間を要する

上、研究成果が必ずしも事業化・収益化に結び付くとは限らず、他の
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事業用施設と比較して投資リスクが高い。また、研究施設の整備には

多額の初期投資を要することから、集積・整備を推進するためには初

期負担を軽減するインセンティブが必要である。 

この点、特別償却は投資初期の税負担を将来に繰り延べることで

資金負担を軽減し、立地誘導に有効な手段である。 

また、租税特別措置においては、法令に規定された要件に合致す

れば税制上の支援を受けることができるため、予算の範囲内で対象が

限定される補助金等と異なり、事業者が将来的な事業計画を立てや

すいという利点がある。さらに、特別償却は課税の繰延べによる支援

であり、企業の立地判断を後押ししつつ、国庫への影響にも十分配慮

した制度設計となっている。 

なお、適用対象については、研究所用施設の取得等に必要な資金

の額が 4.5 億円以上のものに限定しており、一定規模以上の研究施

設の立地を促進することで、学研都市に文化・学術・研究の拠点を形

成し、総合的な集積メリットの発揮に寄与するものであり、必要最小限

の措置である。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

同様の政策目的に係る他の支援措置や義務付け等は存在しない。 

 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

本特例措置により、学研都市内への研究施設の立地を促進するこ

とで、その集積メリットの発揮に寄与し、新産業の創出や雇用創出とい

った地域の活性化、さらには国民経済の発達等につながるため、地方

公共団体が協力する相当性がある。 

12 有識者の見解 － 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

令和６年８月（R６国交 01） 

 

 

 


